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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回   次
第77期

第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年９月30日

自2018年４月１日
至2018年９月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上収益
(百万円)

168,142 173,126 351,494

（第２四半期連結会計期間） (85,010) (85,800)  

税引前四半期利益又は税引前利益 (百万円) 12,686 12,597 27,145

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 (百万円)
7,137 7,512 17,824

（第２四半期連結会計期間） (3,837) (3,189)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
(百万円) 9,745 9,497 17,125

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 178,686 192,381 184,512

資産合計 (百万円) 276,557 308,175 283,711

基本的１株当たり四半期（当期）

利益 (円)
96.50 101.57 241.00

（第２四半期連結会計期間） (51.88) (43.12)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）

利益
(円) － － －

親会社の所有者に帰属する持分比率 (％) 64.6 62.4 65.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 17,681 14,972 37,052

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △9,605 △12,814 △18,959

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,046 12,044 △7,056

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 44,274 66,831 50,914

（注）１　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　百万円未満を四捨五入しております。

３　売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４　希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５　上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づい

ております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）の売上収益は、1,731億２千６百万円

と前年同期に比べ49億８千４百万円の増収となりました。二輪車・汎用製品では505億６百万円と前年同期に比

べ35億７千７百万円の増収、四輪車製品では1,226億２千万円と前年同期に比べ14億７百万円の増収となりまし

た。利益においては、減価償却費や研究開発費の増加などはあるものの、合理化効果などにより、営業利益は

133億７千万円と前年同期に比べ、９億４千８百万円の増益となりました。親会社の所有者に帰属する四半期利

益は、３億７千５百万円増益の75億１千２百万円となりました。

 

セグメント別売上収益の状況

（日 本）

　二輪車・汎用製品は、主にインドやタイ、インドネシア向け製品の販売が増加しました。四輪車製品は、主に

国内向け製品の販売が増加しました。

　これらにより、為替換算上の減収影響はあるものの、売上収益は776億８千５百万円と前年同期に比べ57億７千

４百万円の増収となりました。

（米 州）

　二輪車・汎用製品は、主に南米での販売が増加しました。四輪車製品は、北米での販売が減少しました。全体

では販売は減少となりました。

　これらに加え、為替換算上の減収影響により、売上収益は454億２千２百万円と前年同期に比べ32億４千４百万

円の減収となりました。

（アジア）

　二輪車・汎用製品は、主にインドやインドネシア、タイでの販売が増加しました。四輪車製品はタイやインド

で販売が増加しました。

　これらにより、為替換算上の減収影響はあるものの、売上収益は577億５千５百万円と前年同期に比べ40億５千

９百万円の増収となりました。

（中 国）

　二輪車・汎用製品や四輪車製品の販売が増加しました。

　これらに加え、為替換算上の増収影響により、売上収益は427億６千８百万円と前年同期に比べ21億２千６百万

円の増収となりました。

 

（注）セグメント別売上収益は、セグメント間の内部売上収益を含んでおります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下、「資金」）の残高は、668億３千１百万円と、前連

結会計年度末に比べ159億１千７百万円の増加となりました。

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況と、その前年同期に対する各キャッシュ・フローの増

減状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果増加した資金は、棚卸資産の増加や法人所得税の支払額な

どはあるものの、税引前四半期利益や減価償却費及び償却費などにより、149億７千２百万円（前年同期比27億

９百万円の収入減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果減少した資金は、有形固定資産及び無形資産の取得などに

より、128億１千４百万円（前年同期比32億９百万円の支出増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果増加した資金は、配当金の支払いなどはあるものの借入れ

による収入などにより、120億４千４百万円（前年同期比160億８千９百万円の収入増加）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間における当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、前事業年度

の有価証券報告書に記載した内容に関し、重要な変更や新たに生じた事項はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発活動にかかる費用の総額は、116億９千４百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 生産、受注及び販売実績

当第２四半期連結累計期間の生産、受注及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

その内容等については、「(1) 業績の状況」をご参照ください。

セグメントの名称
生産高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

受注高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

販売高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

日　　　本 85,544 8.8 79,160 7.1 77,685 8.0

米　　　州 58,292 △7.4 46,617 △6.4 45,422 △6.7

ア　ジ　ア 64,701 6.7 59,333 8.3 57,755 7.6

中　　　国 43,223 4.9 42,630 6.4 42,768 5.2

合　　　計 251,761 3.4 227,739 4.2 223,629 4.1

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月２日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 73,985,246 73,985,246
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 73,985,246 73,985,246 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

（百万円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
－ 73,985 － 6,932 － 7,941
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(5)【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 30,581,115 41.35

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,271,500 3.07

株式会社三菱ＵＦＪ銀行
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

 
1,938,961 2.62

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,905,700 2.58

エスエスビーティーシー クライアント

オムニバス アカウント

(常任代理人　香港上海銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET,BOSTON MA UNITED

STATES OF AMERICA 02111

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,497,965 2.03

ステート ストリート バンク アンド ト

ラスト カンパニー ５０５１０３

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON,MASSACHUSETTS

02101,UNITED STATES OF AMERICA

(東京都港区港南二丁目15番１号)

1,229,954 1.66

デイエフエイ インターナショナル ス

モール キャップ バリュー ポートフォ

リオ

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エ

イ東京支店）

PALISADES WEST 6300,BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746,UNITED

STATES OF AMERICA

(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)

1,146,700 1.55

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 993,400 1.34

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン　

１４００４４

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

225 LIBERTY STREET,NEW YORK,NEW

YORK,UNITED STATES OF AMERICA

(東京都港区港南二丁目15番１号)

932,350 1.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 895,200 1.21

計 － 43,392,845 58.67

（注）１　上記大株主の所有株式数のうち、信託業務に係る株式として当社が把握しているものは次のとおりでありま
す。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　2,271,500株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　1,905,700株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）　　　　993,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）　　　　895,200株

２　2018年７月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ウエリントン・マネージメント・

カンパニー・エルエルピーが、2018年７月13日現在で以下のとおり当社の株式を保有している旨が記載され

ているものの、当社として2018年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ウエリントン・マネージメント・カン

パニー・エルエルピー

アメリカ合衆国　02210、マサチュー

セッツ州ボストン、コングレス・スト

リート280

3,716,906 5.02
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2018年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       27,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式   73,931,900 739,319 －

単元未満株式 普通株式       26,346 － －

発行済株式総数 73,985,246 － －

総株主の議決権 － 739,319 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が30株含まれております。

 

②【自己株式等】

 2018年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社ケーヒン
東京都新宿区西新宿一丁目

26番２号
27,000 － 27,000 0.04

計 － 27,000 － 27,000 0.04

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。

EDINET提出書類

株式会社　ケーヒン(E02196)

四半期報告書

 9/27



１【要約四半期連結財務諸表】

(1)【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  50,914  66,831

営業債権及びその他の債権  58,647  55,292

その他の金融資産 ９ 1,613  1,995

棚卸資産  48,703  54,227

その他の流動資産  1,920  2,529

流動資産合計  161,797  180,873

 

非流動資産
    

有形固定資産  97,998  102,533

無形資産  6,096  6,642

営業債権及びその他の債権  235  242

その他の金融資産 ９ 5,764  6,472

退職給付に係る資産  2,784  2,692

繰延税金資産  4,465  4,373

その他の非流動資産  4,572  4,348

非流動資産合計  121,914  127,302

資産合計  283,711  308,175
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（単位：百万円）

 

 注記
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  55,077  55,929

借入金 ９ 6,786  7,809

その他の金融負債 ９ 372  326

未払法人所得税等  1,557  1,910

引当金  1,422  993

その他の流動負債  974  949

流動負債合計  66,189  67,917

 

非流動負債
    

借入金 ９ －  14,783

その他の金融負債 ９ 1,419  1,295

退職給付に係る負債  2,081  2,371

引当金  203  214

繰延税金負債  4,562  4,081

その他の非流動負債  1,054  1,056

非流動負債合計  9,320  23,800

負債合計  75,509  91,718

 

資本
    

資本金  6,932  6,932

資本剰余金  9,258  9,258

利益剰余金  159,623  165,507

自己株式  △40  △40

その他の資本の構成要素  8,738  10,723

親会社の所有者に帰属する持分合計  184,512  192,381

非支配持分  23,691  24,076

資本合計  208,203  216,457

負債及び資本合計  283,711  308,175

 

EDINET提出書類

株式会社　ケーヒン(E02196)

四半期報告書

11/27



(2)【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

売上収益 ５,６ 168,142  173,126

売上原価  △139,878  △144,558

売上総利益  28,264  28,568

     

販売費及び一般管理費  △15,855  △15,374

その他の収益  315  254

その他の費用  △302  △78

営業利益 ５ 12,422  13,370

     

金融収益  422  2,549

金融費用  △158  △3,321

税引前四半期利益  12,686  12,597

     

法人所得税費用  △4,407  △3,883

四半期利益  8,279  8,714

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  7,137  7,512

非支配持分  1,142  1,203

四半期利益  8,279  8,714

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ７ 96.50  101.57
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

売上収益 ５,６ 85,010  85,800

売上原価  △70,913  △72,648

売上総利益  14,097  13,152

     

販売費及び一般管理費  △7,576  △7,794

その他の収益  162  99

その他の費用  △104  △42

営業利益 ５ 6,579  5,414

     

金融収益  142  1,688

金融費用  △159  △2,096

税引前四半期利益  6,561  5,006

     

法人所得税費用  △2,112  △1,192

四半期利益  4,449  3,814

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  3,837  3,189

非支配持分  612  624

四半期利益  4,449  3,814

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ７ 51.88  43.12
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(3)【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

四半期利益  8,279  8,714

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産の利得及び損失
 △6  △209

純損益に振り替えられることのない

項目合計
 △6  △209

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  2,977  2,848

純損益に振り替えられる可能性の

ある項目合計
 2,977  2,848

税引後その他の包括利益  2,970  2,639

四半期包括利益  11,249  11,354

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  9,745  9,497

非支配持分  1,504  1,857

四半期包括利益  11,249  11,354

 

【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

四半期利益  4,449  3,814

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産の利得及び損失
 251  214

純損益に振り替えられることのない

項目合計
 251  214

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  2,156  2,862

純損益に振り替えられる可能性の

ある項目合計
 2,156  2,862

税引後その他の包括利益  2,407  3,076

四半期包括利益  6,856  6,890

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  5,926  5,704

非支配持分  930  1,185

四半期包括利益  6,856  6,890
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(4)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

期首残高  6,932 9,258 144,708 △39

四半期包括利益      

四半期利益  － － 7,137 －

その他の包括利益  － － － －

四半期包括利益合計  － － 7,137 －

所有者との取引等      

配当 ８ － － △1,479 －

自己株式の取得  － － － △1

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － 3 －

所有者との取引等合計  － － △1,476 △1

期末残高  6,932 9,258 150,368 △39

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の
包括利益を
通じて公正
価値で測定
される金融
資産の利得
及び損失

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  3,124 6,436 9,560 170,420 23,462 193,883

四半期包括利益        

四半期利益  － － － 7,137 1,142 8,279

その他の包括利益  △6 2,614 2,608 2,608 362 2,970

四半期包括利益合計  △6 2,614 2,608 9,745 1,504 11,249

所有者との取引等        

配当 ８ － － － △1,479 △1,917 △3,396

自己株式の取得  － － － △1 － △1

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 △3 － △3 － － －

所有者との取引等合計  △3 － △3 △1,480 △1,917 △3,397

期末残高  3,115 9,051 12,166 178,686 23,049 201,735
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当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

期首残高  6,932 9,258 159,623 △40

四半期包括利益      

四半期利益  － － 7,512 －

その他の包括利益  － － － －

四半期包括利益合計  － － 7,512 －

所有者との取引等      

配当 ８ － － △1,627 －

自己株式の取得  － － － △0

所有者との取引等合計  － － △1,627 △0

期末残高  6,932 9,258 165,507 △40

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の
包括利益を
通じて公正
価値で測定
される金融
資産の利得
及び損失

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  3,412 5,326 8,738 184,512 23,691 208,203

四半期包括利益        

四半期利益  － － － 7,512 1,203 8,714

その他の包括利益  △209 2,194 1,985 1,985 654 2,639

四半期包括利益合計  △209 2,194 1,985 9,497 1,857 11,354

所有者との取引等        

配当 ８ － － － △1,627 △1,472 △3,099

自己株式の取得  － － － △0 － △0

所有者との取引等合計  － － － △1,627 △1,472 △3,099

期末残高  3,203 7,520 10,723 192,381 24,076 216,457
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(5)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  12,686  12,597

減価償却費及び償却費  8,730  8,634

減損損失  34  －

受取利息及び受取配当金  △283  △612

支払利息  158  535

固定資産売却損益（△は益）  △3  △17

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  3,043  3,353

棚卸資産の増減額（△は増加）  △3,971  △4,905

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  1,017  172

引当金の増減額（△は減少）  643  △444

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  357  366

その他  △1,714  △1,287

小計  20,698  18,391

利息の受取額  211  483

配当金の受取額  75  84

利息の支払額  △162  △517

法人所得税の支払額  △3,141  △3,470

営業活動によるキャッシュ・フロー  17,681  14,972

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額（△は増加）  1,288  △438

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △10,753  △11,849

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  54  36

投資有価証券の売却による収入  18  －

貸付けによる支出  △162  △170

貸付金の回収による収入  162  169

その他  △212  △561

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,605  △12,814

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △30  583

長期借入れによる収入  －  14,783

長期借入金の返済による支出  △278  －

親会社の所有者への配当金の支払額 ８ △1,479  △1,627

非支配持分への配当金の支払額  △1,917  △1,472

自己株式の取得による支出  △1  △0

その他  △341  △224

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,046  12,044

現金及び現金同等物に係る換算差額  695  1,715

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  4,725  15,917

現金及び現金同等物の期首残高  39,549  50,914

現金及び現金同等物の四半期末残高  44,274  66,831
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ケーヒン（以下、「当社」）は日本に所在する企業であります。当社グループの要約四半期連結財務

諸表は、2018年９月30日を期末日とし、当社及びその連結子会社により構成されております。当社グループは、

自動車部品の製造販売を主な事業としております。

 

 

２．作成の基礎

(1）IFRSへの準拠

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表された国際会計基準（以下、

「IFRS」）に準拠して作成しております。当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する

規則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たし

ているため、同第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報は含まれていないため、

前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

　本要約四半期連結財務諸表は、2018年11月２日に取締役会によって発行の承認がなされております。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入しております。

 

３．重要な会計方針

　本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同一であります。

　当社グループは、2018年４月１日を適用開始日としてIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」及びIFRS第

９号「金融商品」（2014年７月改訂）を適用しております。

　これによる当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありません。

 

　IFRS第15号の適用に伴い、第１四半期連結会計期間より、IFRS第９号に基づく利息収益等を除き、以下の５つ

のステップを適用することにより収益を認識しております。

　　ステップ１　顧客との契約を特定する。

　　ステップ２　契約における履行義務を識別する。

　　ステップ３　取引価格を決定する。

　　ステップ４　取引価格を履行義務に配分する。

　　ステップ５　収益は各履行義務が充足された時点で、又は充足されるに従い認識する。

 

　当社グループは、二輪車・汎用製品及び四輪車製品の販売を行っております。

　このような製品の販売については、引き渡された時点において顧客が支配を獲得することから履行義務が充足

すると判断しており、当該引き渡し時点で収益を認識しております。

　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した金額で

測定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をしております。ただし、実際の業績は、これらの見積りとは異な

る結果となる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積

りを変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

　経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度と同

様であります。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主に自動車部品の生産・販売を行っており、地域性を重視した経営組織と生産・販売体制を基礎と

した「日本」、「米州」、「アジア」及び「中国」の４つを報告セグメントとしております。

　また、欧州地域における事業は、地域統括部門を設置せずに日本で管理しているため、「日本」セグメント

に含めております。

 

(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州

(百万円)
アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 38,515 45,217 48,092 36,318 168,142 － 168,142

セグメント間の内部売上収益 33,396 3,449 5,604 4,324 46,772 △46,772 －

計 71,911 48,666 53,695 40,642 214,914 △46,772 168,142

営業利益 991 890 6,470 3,244 11,594 827 12,422

金融収益 － － － － － － 422

金融費用 － － － － － － △158

税引前四半期利益 － － － － － － 12,686

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益の調整額は、棚卸資産及び

固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州

(百万円)
アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 41,493 41,626 51,812 38,196 173,126 － 173,126

セグメント間の内部売上収益 36,192 3,796 5,942 4,572 50,502 △50,502 －

計 77,685 45,422 57,755 42,768 223,629 △50,502 173,126

営業利益 1,404 680 7,702 3,518 13,305 65 13,370

金融収益 － － － － － － 2,549

金融費用 － － － － － － △3,321

税引前四半期利益 － － － － － － 12,597

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益の調整額は、棚卸資産及び

固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。
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前第２四半期連結会計期間（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州

(百万円)
アジア

(百万円)
中国

(百万円)
計

(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 19,763 21,685 25,031 18,531 85,010 － 85,010

セグメント間の内部売上収益 18,184 1,605 2,890 2,157 24,836 △24,836 －

計 37,947 23,291 27,921 20,687 109,846 △24,836 85,010

営業利益又は損失（△） 1,695 260 3,693 1,489 7,137 △558 6,579

金融収益 － － － － － － 142

金融費用 － － － － － － △159

税引前四半期利益 － － － － － － 6,561

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州

(百万円)
アジア

(百万円)
中国

(百万円)
計

(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 20,475 19,304 26,703 19,318 85,800 － 85,800

セグメント間の内部売上収益 19,886 1,881 3,328 2,402 27,497 △27,497 －

計 40,361 21,185 30,031 21,720 113,297 △27,497 85,800

営業利益又は損失（△） 767 △92 4,016 1,796 6,488 △1,073 5,414

金融収益 － － － － － － 1,688

金融費用 － － － － － － △2,096

税引前四半期利益 － － － － － － 5,006

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。
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６．売上収益

　当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、二輪車・汎用製品及び四輪車製品

に区分して分解しております。

　これらの分解した売上収益とセグメント売上収益との関連は、以下のとおりであります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日)

 

報告セグメント
合計

(百万円)日本
(百万円)

米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

 二輪車・汎用製品 6,132 3,907 36,739 3,728 50,506

四輪車製品 35,361 37,719 15,073 34,468 122,620

合計 41,493 41,626 51,812 38,196 173,126

　（注）　セグメント間の内部売上収益を除いた金額を表示しております。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日)

 

報告セグメント
合計

(百万円)日本
(百万円)

米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

 二輪車・汎用製品 3,078 1,927 18,805 1,831 25,641

四輪車製品 17,397 17,377 7,898 17,487 60,159

合計 20,475 19,304 26,703 19,318 85,800

　（注）　セグメント間の内部売上収益を除いた金額を表示しております。
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７．１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　なお、希薄化効果を有する潜在的普通株式はありません。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 7,137  7,512

    

期中平均普通株式数（株） 73,958,744  73,958,306

    

基本的１株当たり四半期利益（円） 96.50  101.57

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 3,837  3,189

    

期中平均普通株式数（株） 73,958,671  73,958,281

    

基本的１株当たり四半期利益（円） 51.88  43.12

 

８．配当金

 

前第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,479 20 2017年３月31日 2017年６月26日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　 末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月６日

取締役会
普通株式 1,553 21 2017年９月30日 2017年11月27日 利益剰余金

 

 

当第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,627 22 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　 末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月２日

取締役会
普通株式 1,627 22 2018年９月30日 2018年11月30日 利益剰余金
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９．金融商品の公正価値

　本項において、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産を「FVTPL金融資産」、その他の包括利益を通

じて公正価値で測定される金融資産を「FVTOCI金融資産」、また、純損益を通じて公正価値で測定される金融負

債を「FVTPL金融負債」と記載しております。

 

(1）帳簿価額と公正価値

　長期借入金（１年内返済予定の残高を含む）の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

　なお、長期借入金を除く償却原価で測定される金融商品については、短期間で決済されるため、帳簿価額が

公正価値の合理的な近似値となっていることから以下の表には含めておりません。

　また、経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから以下の表

には含めておりません。

 

 
 

前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間

（2018年９月30日）

  帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

長期借入金 － 百万円 － 百万円 14,783 百万円 14,791 百万円

 

　公正価値は元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

 

(2）公正価値測定

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価

値測定額をレベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値
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　以下の表にある「デリバティブ（資産）」、「資本性金融商品」、「デリバティブ（負債）」は、要約四

半期連結財政状態計算書上、それぞれ「その他の金融資産（流動）」、「その他の金融資産（非流動）」、

「その他の金融負債（流動）」、「その他の金融負債（非流動）」に含めて表示しております。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

FVTPL金融資産        

デリバティブ －  60  －  60

FVTOCI金融資産        

資本性金融商品 5,538  －  226  5,764

合計 5,538  60  226  5,824

負債：        

FVTPL金融負債        

デリバティブ －  1,362  －  1,362

合計 －  1,362  －  1,362

 

当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

FVTPL金融資産        

デリバティブ －  996  －  996

FVTOCI金融資産        

資本性金融商品 5,239  －  237  5,477

合計 5,239  996  237  6,472

負債：        

FVTPL金融負債        

デリバティブ －  1,374  －  1,374

合計 －  1,374  －  1,374

 

　表示している各期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル間の資産又は負債の振替はありません。

 

　レベル２の金融商品は、為替予約等であります。為替予約等の公正価値は、取引先金融機関等から提示され

た価格を用いて算定しております。

　レベル３の主な金融商品は、日本の非上場会社によって発行された株式です。非上場株式の公正価値は、

マーケット・アプローチに基づき、類似上場会社比較法（類似上場会社の市場株価に対する各種財務数値の倍

率を算定し、必要な調整を加える方法）を用いて算定しております。レベル３に区分された金融資産の公正価

値の測定に関する観察不能なインプットは株価収益倍率であり、類似上場会社比較法による計算にあたって

は、継続的に複数の類似上場会社を比較対象とするとともに非流動性のディスカウントも考慮に入れておりま

す。

 

１０．後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

　　　 2018年11月２日開催の取締役会において、2018年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して行う中間配当につき、次のとおり決議されました。

 

①中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　 1,627百万円

②１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　22円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2018年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月２日

株式会社ケーヒン

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高田　慎司　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安永　千尋　㊞

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケーヒ

ンの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社ケーヒン及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期

連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
　(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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